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２００９年度厚生労働予算編成に関する基本要請
貴職の厚生労働行政の推進に対するご尽力に敬意を表します。
保健・医療・福祉・保育・介護など、厚生労働省が所管する対人現物サービスは国民の生活の基盤であり、社会経済活性化の基礎となるものです。政府この間、社会保障費の抑制を強く打ち出し、高齢化に伴う社会保障給付の増大が歳出増大の最大の要因とし、経済と社会保障のバランスの観点から「社会保障関係費の抑制努力は不可避」としてきましたが、今やその行き過ぎを是正しようとしています。
社会保障給付費に占める公費負担削減と利用者負担増を拡大することは、所得再分配機能を損ない貧困と社会的格差をもたらすだけでなく、社会の安定を損なう新たなリスクによって経済成長と発展の基盤を危うくするものです。

政府は、今日の貧困と格差拡大という社会の二極化の進行を容認していますが、社会的セーフティネットの縮小や、非正規化など不安定雇用の拡大は、若年層に将来不安や「希望の格差」をもたらし、少子化にも多大な影響を与えるものです。同時に、不安定雇用による低賃金層の増大は、医療保険や年金・税金などの社会的原資を支える人口を減少させると共に、彼らが高齢化したときにも貧困層として一層の社会的保護を必要とするなど、負の循環を拡大することになります。

生活設計が可能な雇用の保障と人材確保、社会的セーフティネットの拡充は持続可能
な社会の基盤であります。雇用、年金、医療、介護をはじめ基礎的公共サービスの充実によって、国民の安心･安全を確保し、社会と地域経済の活性化と安定を図る労働を中心とした福祉社会へと方向転換することが今こそ求められています。
2009年度政府予算編成にあたっては、国民の将来不安を払拭し、持続的かつ安定的な公共サービスの充実を最優先に取組んでいただくよう以下のとおり要請いたします。
記
１．社会的セーフティネットの再構築について

（１）この間の社会保障費の抑制策は、社会的格差の拡大や貧困化、雇用破壊、地域医療の崩壊、福祉人材の不足など、社会・経済の負の循環をもたらし、もはや限界に来ている。活力ある経済社会の基盤整備、国民のいのちとくらしを守り、尊厳ある労働を確立するため、社会的セーフティネットの再構築に向けた抜本的な政策転換と財源確保をはかること。

（２）ナショナルミニマムの基礎となる生活保護制度をはじめとした、雇用政策・労働市場政策・年金制度・医療制度・住宅政策など、関連施策と連携した、総合的なセーフティーネットシステムを確立すること。

（３）雇用・労働分野及び、社会保障分野の規制改革政策については、行き過ぎた市場化・規制緩和がもたらす影響を十分に検証し、すべての利害関係者（利用者・サービス提供労働者・事業者・国民・労働組合）の参画と慎重な検討、十分な合意を前提に対応すること。

（４）「福祉人材確保指針」を踏まえ、福祉・介護・保育等の人材を確実に確保するため、自立生活が可能な賃金水準と人材育成のための財源を確保すること。

２．社会福祉施策の拡充について

（１）生活保護制度は最後のセーフティーネットともいわれる公的扶助制度であることから、社会保障給付費圧縮のための生活保護基準の引き下げや運用の「適正化」を建前とした利用抑制を行わないこと。
　
（２）質の高い介護サービス確保に向けた介護保険制度の見直しについて

①すべての人が地域・在宅での生活が保障されるよう、在宅生活支援の拠点となる地域包括支援センターの財政基盤を強化し、地域支援事業を充実するため、財源を確保すること。

　②介護人材の定着と確保のため、2009年度介護報酬改訂において、介護労働者の賃金、労働条件、安定的な雇用、専門職としての社会的地位の向上に資する介護報酬改訂を行うこと。

（３）少子・高齢化社会への移行に対応するため、次世代育成支援対策推進法に基づく諸計画の策定と着実な実行のための財源を確保すること。

とりわけ、保育サービスは保育を必要とする子どもだけでなく、親への支援をも含んでおり、経験と専門性を要する。このため、最低基準の撤廃や、保育士の資格要件の緩和など、行き過ぎた規制緩和政策を実施しないこと。

３．保健・医療施策の拡充について

（１）地域医療サービスを確保するため、少なくとも二次医療圏ごとに、公設・公営の医療機関を維持・確保すること。とりわけ、他の医療機関が提供しない政策医療の提供、在宅介護･在宅療養･在宅リハビリなどとの地域連携、人材育成、災害時の緊急対応、新型感染症対策など、地域医療の拠点としての役割を明示し、この財源を確保すること。
（２）医師数の不足、看護師等不足など医療従事者の不足を解消し、地域医療を担う人材確保対策を強化すること。

とりわけ、勤務医及び看護師の処遇改善・定着・離職防止をはかるための財源を確保すること。
（３）後期高齢者医療制度について、制度、財源、運用など持続可能な制度となるよう検証し、国民健康保険制度をはじめとした医療保険制度のあり方、高齢者の負担と給付のあり方など、抜本的な見直しをはかること。見直しに当たっては、保険者代表･同被保険者代表の参画をはかること。

（４）食の安全対策を強化し、健康危機管理対策を拡充すること。

４．尊厳ある労働と積極的雇用政策について.

（１）雇用の安定と公正な処遇確保に向け、良質な雇用機会創出のための雇用対策を強化すること。とりわけ、若年者、障害者、高齢者、女性などの就労促進と雇用安定を図るため、正規雇用への転換、均等待遇など環境整備をはかること。

　　　

（２）労働者保護の観点から、現行派遣法を改正し、派遣労働における労働諸条件を抜本的に見直すこと。とくに、「日雇い派遣」については速やかに禁止すること。

（３）雇用のセーフティネットである、労働基準監督、公共職業訓練や公共職業紹介機能については、安易な統廃合や民営化を行わないこと。

とりわけ、ハローワークは就業困難者のセーフティネットとなっており、地域の雇用対策の中核的役割を果たしていることから、市場化テストの導入及び包括的民間委託を行わないこと。

（４）公正な取引と公正な労働条件、サービスの質を確保するため、ILO９４号条約（公契約における労働条項）に即した、公契約ルールの具体化と条約批准をはかること。

以　上
PAGE  
1

